
 

 

大阪取引所の有価証券オプション取引における証拠金制度の一部見直しに伴う 

先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の一部改正について 

 

 

Ⅰ．趣旨 

大阪取引所の有価証券オプション取引における取引参加者と顧客間の証拠金制度の一部見直しに

伴い、別紙のとおり所要の改正を行う。 

 

Ⅱ．改正概要 

１．委託分及び有価証券等取次分の取引証拠金の預託の取扱い 

（１）清算参加者の自己の金銭による預託分超過額の預託 

 有価証券オプション取引に関して、顧客が指定市場開設者

の定める最終決済の不履行リスクが生じない取引のみを行

うとき、清算参加者は、当該顧客との合意を前提として、

当該顧客の取引証拠金に関して、指定市場開設者が預託分

超過額として定める額を、当該清算参加者の自己の金銭を

もって預託することができる。 

 

 

 

 清算参加者が預託分超過額の預託を行うときは、当社が定

める区分により行う。 

 

（備  考） 

 

 

 証券取引等清算業務

に関する「先物・オ

プション取引に係る

取引証拠金等に関す

る規則」第１０条第

４項及び第５項 

 

 証券取引等清算業務

に関する「先物・オ

プション取引に係る

取引証拠金等に関す

る規則」第２０条第

１項２号 

 

（２）その他 

 その他、所要の改正を行う。 

 

 

 

 

Ⅲ．施行日 

２０２４年６月３日から施行する。 

 

 

 

以   上 
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先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（委託分及び有価証券等清算取次ぎ分の取

引証拠金の預託） 

第１０条 （略） 

（委託分及び有価証券等清算取次ぎ分の取

引証拠金の預託） 

第１０条 （略） 

２ 清算参加者は、第６条の２の規定に基づ

き非清算参加者の自己分の取引証拠金所要

額、顧客の証拠金所要額又は任意に細分化

した単位の証拠金所要額の引上げが行われ

た場合において、引上げの起因となった顧

客（当該顧客が非清算参加者の顧客である

場合には、当該顧客及び当該非清算参加

者）又は非清算参加者との間で当該清算参

加者の自己の金銭をもって、預託すること

を合意することができる。 

２ 清算参加者は、第６条の２の規定に基づ

き非清算参加者の自己分の取引証拠金所要

額、顧客の証拠金所要額又は任意に細分化

した単位の証拠金所要額の引上げが行われ

た場合において、引上げの起因となった顧

客又は非清算参加者との間で当該清算参加

者の自己の金銭をもって、預託することを

合意することができる。 

３ 清算参加者は、前項の規定により、顧客

（当該顧客が非清算参加者の顧客である場

合には、当該顧客及び当該非清算参加者）

又は非清算参加者との間で合意ができた場

合には、当該証拠金所要額に対して引上げ

を行う額のうち当社が定める額に対して、

当該清算参加者の自己の金銭をもって、当

該清算参加者の自己分の取引証拠金とし

て、当社が定めるところにより、当社に預

託することができる。この場合において、

当該取引証拠金は、有価証券等をもって代

用預託することができる。 

３ 清算参加者は、前項の規定により、顧客

又は非清算参加者との間で合意ができた場

合には、当該証拠金所要額に対して引上げ

を行う額のうち当社が定める額に対して、

当該清算参加者の自己の金銭をもって、当

該清算参加者の自己分の取引証拠金とし

て、当社が定めるところにより、当社に預

託することができる。この場合において、

当該取引証拠金は、有価証券等をもって代

用預託することができる。 

４ 清算参加者は、顧客が指定市場開設者の

定める限定した取引（有価証券プットオプ

ションの売付けを行うときに、同時に当該

有価証券プットオプションの権利行使によ

って成立する数量分のオプション対象証券

を権利行使価格で買い付けた場合の買付け

代金を取引参加者に差し入れて行う取引又

は有価証券コールオプションの売付けを行

うときに、同時に当該有価証券コールオプ

ションの権利行使によって成立する数量分

のオプション対象証券を取引参加者に差し

入れて行う取引をいう。以下この項におい

て同じ。）を行う場合には、当該顧客（当

該顧客が非清算参加者の顧客である場合に

は、当該顧客及び当該非清算参加者）との

間で、当該顧客の取引証拠金（指定市場開

設者が定める限定した取引を実現するため

の取引証拠金に限る。）に関して指定市場

開設者が預託分超過額として定める額を、

当該清算参加者の自己の金銭をもって、預

託することを合意することができる。 

（新設） 

 

別紙 



- 2 - 

５ 清算参加者は、前項の規定により、顧客

（当該顧客が非清算参加者の顧客である場

合には、当該顧客及び当該非清算参加者）

との間で合意ができた場合には、当該預託

分超過額に対して、当該清算参加者の自己

の金銭をもって、当該清算参加者の自己分

の取引証拠金として、当社が定めるところ

により、当社に預託することができる。こ

の場合において、当該取引証拠金は、有価

証券等をもって代用預託することができ

る。 

（新設） 

 

  

（取引証拠金の区分及び管理方法） （取引証拠金の区分及び管理方法） 

第２０条 第９条から第１４条まで及び第１

６条から前条までの取引証拠金の預託は、

次の各号に掲げる取引証拠金に区分して行

うものとする。 

第２０条 第９条から第１４条まで及び第１

６条から前条までの取引証拠金の預託は、

次の各号に掲げる取引証拠金に区分して行

うものとする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 清算参加者自己分の取引証拠金の

うち、第１０条第３項及び第５項の規定

により、顧客の委託又は非清算参加者の

有価証券等清算取次ぎの委託に基づく先

物・オプション取引につき当社に預託す

る取引証拠金 

（２） 清算参加者自己分の取引証拠金の

うち、第１０条第３項の規定により、顧

客の委託又は非清算参加者の有価証券等

清算取次ぎの委託に基づく先物・オプシ

ョン取引につき当社に預託する取引証拠

金 

（３）～（１０） （略） （３）～（１０） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

  

付  則  

この改正規定は、令和６年６月３日から施

行する。 

 

  

 


